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日本で障害者への虐待や重大事件
が繰り返される背景には、構造的

な問題が複数層で積み重なってい

るためであり、個別の事件の反省

が社会全体の仕組み改善につなが

りにくいことが最大の原因です。 

 

1. なぜ事件が繰り返されるのか

（原因の全体像） 

① 社会に根強く残る「障害者への

偏見・差別」 

津久井やまゆり園事件では、加害

者の背景に「障害者の存在を否定

する偏見」があったと検証報告書

は指摘しています。社会全体で

「障害の有無にかかわらず人格と

個性を尊重する」という価値観が

十分に共有されていないことが、

根本的な問題とされています。 

② 施設・医療現場の慢性的な人手

不足と職員の疲弊 

厚労省の調査では、虐待の要因と

して最も多いのが「教育・知識・

技術不足」であり、その背景に慢

性的な人手不足と過重労働がある

と分析されています。現場の疲弊

は、感情コントロールの喪失や不

適切対応につながりやすく、虐待

の温床になります。今回の奈良・

やまと精神医療センターの事案で

も、看護師が患者を引きずる、失

禁した服で床を拭く、口に食事を

詰め込むなど、明らかにケア崩壊

が起きていました。 

③ 監視・通報体制の脆弱さ 

（特に施設内） 

障害者虐待防止法により通報義

務はあるものの、職員間の閉鎖

性、上司への忖度、「内部告

発」への心理的抵抗などによ

り、虐待が潜在化しやすい構造

があります。実際、虐待の通報

の 55.9%が警察からであり、福

祉の仕組みが早期にキャッチで

きていないことが指摘されてい

ます。 

④ 医療・福祉・行政の連携不足 

津久井やまゆり園事件では、加

害者が措置入院解除後に孤立

し、必要な支援につながらなか

ったことが重大な課題として挙

げられています。退院後の支援

責任主体が曖昧で、継続支援の

仕組みが弱かったことが再発防

止策で強調されています。 

⑤ 施設依存型の支援構造（地域

移行の遅れ） 

日本は依然として「大規模施

設」に多くの障害者が暮らす構

造が残っており、閉鎖性、権力

の非対称性、外部の目が届きに

くいというリスクが高い環境が

続いています。 

⑥ 家庭内虐待の増加と「8050

問題」 

虐待の多くは家庭内でも発

生しており、高齢の親が中年

の障害のある子を介護、介護 

力の低下、レスパイト（休息支援）の

不足が虐待につながる構造が明確にさ

れています。 

 

2. 何が必要か（具体的な対策） 

① 社会全体での「共生社会」教育の

徹底 

検証報告書は、学校教育から地域活動

まで、障害理解と人権教育を強化する

必要性を強調しています。偏見をなく

すことは、最も根本的な再発防止策で

す。            （厚生労働省） 

 

② 施設・医療現場の労働環境改善と

専門性向上 

人員配置基準の引き上げ、夜勤負担の

軽減、強度行動障害への専門研修、メ

ンタルヘルス支援など、現場の疲弊を

防ぐ仕組みが不可欠です。今回のやま

と精神医療センターの事案は、「疲弊

した現場で起こりうる典型例」といえ

ます。 

③ 外部監査・第三者評価の強化 

閉鎖的な施設ほど虐待が潜在化しやす

いため、定期的な外部チェック、職

員・利用者の匿名相談窓口、監視カメ

ラの適切な設置などが必要です。 

⑤ 地域移行の推進（施設依存からの

脱却） 

欧米では大規模施設を廃止し、地

域生活支援へ移行した国が多いで

すが、日本は遅れています。地域

で暮らせる仕組みが整えば、施設

の閉鎖性、権力の偏り、大量虐待 
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のリスクを減らせます。 

⑥ 家庭への支援強化（レスパイ

ト・訪問支援） 

家庭内虐待の増加は、家族の限界

を示しています。ショートステイ

の拡充、24時間対応の訪問支援、

相談窓口の強化が不可欠です。 

 

3. まとめ：なぜ教訓が継承されな

いのか？ 

理由は「事件ごとに対策が出る

が、構造的な問題に十分手が届い

ていない」からです。偏見の根深

さ、施設依存の構造、人手不足、

連携不足、家族支援の弱さ、これ

らは一つの事件の反省だけでは変

わりません。しかし、厚労省のデ

ータでは通報件数が増えており、

虐待が「見える化」され始めてい

るという前向きな側面もありま

す。これは、社会が問題を直視し

始めた証拠でもあります。奈良県

自閉症協会としても、これらのこ 

とを今一度真剣に考えていきまし

ょう。みなさまのご支援ご協力を

よろしくお願いします。（河村） 

 

やまと精神医療センターの

看護師２人 重度障害入院

患者を虐待 停職に 口に

食事詰め込む 

 

（産経新聞 Webニュース） 

重度の障害を持つ入院中の男性

患者を虐待したとして、国立病院

機構近畿グループは「やまと精神

医療センター」（奈良県大和郡山

市小泉町）に所属する40代男性看

護師を停職2カ月半、50代男性看護

師を停職5日の懲戒処分としたと発

表した。処分は5月29日付。 

同グループによると、40代の男

性看護師は、男性患者を引きず

って部屋に戻したほか、男性患

者の失禁を患者の服で拭いたな

どとしている。 

50代の男性看護師は食事の介助で

男性患者の口に食べ物を詰め込ん

だほか、男性患者の服の上から尻

などを触ったという。 

昨年4月に別の職員から報告があ

り、同センターが同市などに通報

して調査していた。 

（ 産経新聞2026/6/2 19:46 Web

ニュース）※他にyahooWEBニュー

スなどで報道あり。 

 

今回の奈良・やまと精神医療セン

ターでの虐待事案は、報道されて

いる限り「重い障害のある成人男

性患者」に対する虐待であり、発

達障害かどうかは報道では明示さ

れていません。ただし、障害のあ

る患者が標的になった虐待である

ことは確かであるようです。 報道

で確認できる事実 

以下は複数の報道から確認できる

内容です：虐待を行ったのは 40

代男性看護師（停職 2カ月半） と 

50代男性看護師（停職 5日）被害 

者は 「重い障害がある成人男性患

者」 と明記されている 

行為の内容 

40代看護師：排泄を誤った患者に

対し、患者の服で床を拭く座って

いた患者を引きずる 

50代看護師：患者の口に食べ物を

詰め込む 

虐待は別の職員が目撃し、2025年

4月に上司へ報告して発覚 

国立病院機構は再発防止のため研

修内容の見直しを検討中 

🟦 発達障害との関連について 

報道では、被害者が 発達障害かど

うかは一切触れられていません。 

ただし、「重い障害がある成人男

性」とされている精神医療センタ

ーでの入院患者であるという点か

ら、知的障害・精神障害・発達障

害など、複数の可能性はあり得る

ものの、これはあくまで一般論で 

 

あり、特定の障害名を推測するこ

とはできません。 

🟩心配な理由 

発達障害や知的障害のある人は、

医療・福祉施設での虐待リスクが

高いことが、過去の調査でも指摘

されています。今回のケースも、

障害のある患者が抵抗しにくい立

場であることを利用した虐待であ

り、構造的な問題が背景にある可

能性があります。 

国立病院機構がどのような再発防

止策を公表するか 

第三者委員会の調査が行われるか 

追加の処分や刑事事件化があるか 

発達障害や知的障害のある人は、

自分の意思を言葉で伝えにくい・

拒否しにくい・状況を説明できな

いという理由から、医療・福祉の

現場で虐待のリスクが高いこと

が、国内外の調査で繰り返し指摘 

 

されています。これは、社会とし

てもっと真剣に向き合うべき問題

です。 

 

🟥 なぜ「意思表示できない発達

障害者」が狙われやすいのか 

以下のような構造的な弱点があり

ます： 

嫌だと言えない、拒否できない 

何が起きたか説明できないため、

証拠が残りにくい 

周囲が“症状だから仕方ない”と

誤解してしまうことがある 

医療・福祉の現場は閉鎖的で、外

部の目が届きにくい 

職員のストレスや人手不足が虐待

の温床になることがある 

これは個人の問題ではなく、構造

的な問題です。 
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※独立行政法人 国立病院機構やまと精神医療センターHPより 

https://yamato.hosp.go.jp/pdf/info/20260529.pdf 
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以下は今回の虐待事件の報道を見ての大和精神医療センターに送った要望書です。 

 

 

大和精神医療センター院長 様 

  

拝啓 

  私たち自閉症の子どもを持つ親として、昨年貴院で発生した一連の問題について、深い不信

と強い憤りを抱いております。最近になって明らかになった内容は、医療機関として到底許容

できるものではなく、医療倫理に反する行為が行われていた可能性を強く疑わざるを得ません。 

特に、 

・不適切な対応が複数回指摘されていたにもかかわらず、改善が行われなかったこと 

・家族への説明が長期間なされず、情報が伏せられていたこと 

・安全管理体制の不備が放置され、患者の尊厳が損なわれたこと 

これらの事実は、隠蔽と受け取られても仕方がない対応であり、医療機関としての信頼を根底

から揺るがすものです。さらに、発達障害を持つ患者に対して適切な配慮が欠けていた点につ

いては、重大な人権侵害の可能性すら否定できません。 

 自閉症の子どもを持つ親として、医療機関には安全・尊厳・透明性が確保されていることを強

く求めています。しかし、昨年の出来事から浮かび上がるのは、発達障害への理解不足、危機

管理の甘さ、そして組織としての説明責任の欠如です。 

つきましては、以下の点について文書での誠意ある回答を求めます。 

1.昨年の問題行為・不適切対応の具体的内容と、なぜ長期間説明がなされなかったのか 

2.内部調査の有無、その結果、責任の所在について 

3.再発防止策として現在講じている具体的な改善措置（職員教育、安全管理体制、情報公開方

針など） 

4.発達障害患者が安心して受診できる環境を整えるための具体的な取り組みと今後の計画 

 医療機関は患者と家族にとって最後の拠り所であり、今回の件を曖昧にしたままにすることは

許されません。地域医療を担う機関として、透明性と責任をもって説明されることを強く求め

ます。 

                                   敬具 

 

令和8年6月5日 

特定非営利活動法人奈良県自閉症協会 

理事長 河村舟二 

〒639-1055大和郡山市矢田山町84番地10 

電話0743-55-2763 

メール kawafune@ares.eonet.ne.jp   
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ICD-11は 2019年 5月に WHO総会で採択され、2022年 1月 1日に発行しています。日本で

の正式な統計分類（放擲効力を持つ形）としての施行は 2027 年（令和 9 年）1 月 1 日からで

す。日本語訳は厚生労働省が作業中で、確定後に統計基準として告示され、公的効力を持ちま

す。以下に日本語訳の内容の概要を示します。 

 

「発達障害」が、ICD-11 ではより“発達（神経の発達）に関わる障害”として整理され、名前や

分類がスッキリしたことです。 

    ICD-10 → ICD-11で何が変わったの？（やさしい概要） 

1. 分類の場所が変わった 

ICD-10 では、発達障害は F80–F89「心理的発達の障害」F90–F98「小児期・青年期に通常発症

する行動・情緒の障害」などにバラバラに入っていました。 

厚生労働省 

 

ICD-11では、 

→ 「神経発達症群（Neurodevelopmental disorders）」として一つのまとまりに再編されまし

た。これにより、「発達に関わる障害」がひとつのグループとして理解しやすくなりました。 

 

2. 名称がよりわかりやすく、現代的に ICD-11 では、DSM-5（アメリカの診断基準）に合わせ

た名称に変更されています。一般社団法人 こども発達支援研究会 

代表的な変更は次のとおり： 

ICD-10                          ICD-11（新しい名称） 

広汎性発達障害（PDD）                      自閉スペクトラム症（ASD） 

多動性障害                                              注意欠如多動症（ADHD） 

学習障害                                                  発達性学習症 

会話・言語の特異的発達障害              発達性発話または言語症 

運動の特異的発達障害            発達性協調運動症 

知的障害                                                 知的発達症 

「発達性〜」 → 「〜症」など、統一された言い方になり、理解しやすくなりました。 

3. ASD（自閉スペクトラム症）や ADHDの考え方が整理された。 

ASDは「スペクトラム（連続体）」として扱われ、以前のようにアスペルガー障害など細か

く分けず、ひとつの診断名に統合されました。 

 

ADHD も、行為障害などと混ざって扱われていた ICD-10 より、発達に関わる障害として明

確に位置づけられました。 

 

 4. 支援や制度への影響 

厚生労働省の調査では、次のような影響が想定されています。 

厚生労働省 

 

病名が変わる ことで、制度や書類の見直しが必要 

知的障害が神経発達症に含まれるため、支援の枠組みを再検討する必要がある 

名称変更による混乱を避けるための周知が必要 

ただし、支援そのものが急に変わるわけではなく、移行はゆっくり進むとされています。 

 

 まとめ（いちばん大事なポイント） 

発達障害は ICD-11で「神経発達症」として整理され、よりわかりやすい分類に。 

ASDや ADHDなどの名称が現代的で統一された表現に変更。 

日本の制度も今後ゆっくりと新しい分類に合わせて調整される見込み。 

 

5 



ＫＳＫＲ（きずな）第三種郵便物承認通巻9907号 ２０２６年 6 月２８日発行 （6 ) 

 

2026 年６月４日 

声明 

 

社会福祉法改正案参議院での慎重審議を強く求める 

私たちのことを私たち抜きに決めないで 

NPO 法人日本障害者協議会（JD）代表 藤井 克徳 

 

５月26 日、社会福祉法等の一部改正案が衆議院本会議で賛成多数で可決され、参議院での審議が始まろうと

している。障害のある人はじめ、認知症など生活を送る際に多くのニーズを抱える人たちの生活を大きく左右

する社会福祉法改正案は、９つの法律の束ね法案であり、衆議院厚生労働委員会ではたった４日間の審議だ

った。審議不十分を自覚するからこそ、27 もの附帯決議がつけられたのではないか。今向き合うべきは、こ

の国の社会福祉政策の本質問題と真の展望づくりだ。その前提となるのが過去の振り返りである。とくに、

介護保険法施行から26 年、障害者自立支援法（現障害者総合支援法）施行から20 年のこの時期に、いった

ん立ち止まって丁寧で正確な検証と総括を行なうことだ。目先のほころびを覆い隠すだけに専念するのでは

なく、なぜ今の事態に至ったのか、根本原因はどこにあるのかを明らかにすべきである。「覆い隠し政策は、

根本問題を見えにくくし、問題解決の手遅れに加担することにもなることも忘れてはならない。言い換えれ

ば、「覆い隠し政策」からの決別こそが、国会に求められる役割であり、責任である。こうした視点の中に

こそ、人口減や超高齢化に対応した、そして障害のある人にとって、「わが意を得たり」を実感できる社会

福祉政策の輪郭が浮かび上がるのではなかろうか。 

本法案について、障害関係の立場で以下、３点の問題を指摘したい。参議院での慎重な審議に反映していただき

たい。 

 

１．人員配置基準の緩和・担い手不足への対応 

介護保険法改正において特定地域とする地域では、人員配置基準の緩和が進められ、特定地域における担い

手不足に対し、少ない人員で対応することを認めている。障害福祉では、すべての施設・事業が対象とされ、

人員配置基準を緩和した「特定地域施設・事業所」の指定を可能にしている。担い手不足は人員配置基準の

緩和によって解決するはずもなく、地域間格差、介護・福祉の質の低下や虐待、現場職員の疲弊、介護・福

祉職の離職などの加速が懸念される。医療的ケアを含む高度で継続的な支援が必要な障害のある人の実態を 

踏まえると、人員配置基準の緩和や効率化優先の制度改革は命にも関わることである。また、法案には担い

手不足への対応として、福祉人材確保のための協議会の設置が盛り込まれている。しかし、福祉人材不足の

真因は、民間企業との賃金格差、過重な労働にあることは自明である。財源確保を正面に据えない限り、何

を為しても的外れとなろう。障害のある人への支援をはじめとする社会福祉事業には高い専門性が求められ、

それにふさわしい待遇が早急に確保されなければならない。 
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２．包括的支援事業の名のもとの介護保険と障害福祉の統合方針に関して 

障害者自立支援法（現在の障害者総合支援法）の構想時には、障害福祉と介護保険の統合

が意図されていた。 

しかし、障害当事者をはじめ、関係者の強い反対の声に押され、いったんは自立支援法を

撤回し障害者総合支援法の道をたどった。この障害者総合支援法は、その本質において、

介護保険法と共通する点が少なくなかった。今回の社会福祉法改正では、包括的な支援体

制整備として、包括的相談支援の構築を求めている。実際の支援現場では、すでに必要に

応じて高齢・子ども・障害の連携は進められており、法改正の必要性の根拠は乏しい。背

景に障害福祉サービスを保険原理の中に位置づけたいとする意図を感じざるを得ない。い

わゆる統合問題については、訴訟にまで発展し、その象徴とされた応益負担制度の廃止を

もって既に決着をみている（障害者自立支援法違憲訴訟に伴う基本合意文書参照）。蒸し

返されることがあってはならない。 

 

３．当事者不在の法改正審議の問題 

   日本が批准している障害者権利条約は、制定過程で「私たち抜きに私たちのことを決め

ないで」が繰り返された。条約本体でも政策面を中心に重要な事柄の決定過程への当事者

参加を求めている。しかし、今般の９本の法律の束ね法案は、当事者不在といわざるを得

な い。加えて、政省令に委ねられている点が多く、白紙委任を求められているも同然であ

る。障害のある人や支援が必要な高齢者にとって、その生活や健康、命に関わる法改正で

ある。「私たちのことを私たち抜きに決めないで」の理念の下、当事者や家族、支援者た

ちの声をじっくりと聴き、実態とニーズに沿った法整備を検討すべきだ。 
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奈良県自閉症協会へ映画「平行

と垂直」の試写会参加の要請が

あり、奈良県自閉症協会からの

希望者の事前名簿の提出が求め

られています。 

  

協会メールによると、日本自閉

症協会が後援する映画「平行と垂

直」の試写会のご招待がきており

ます。（安田章大さんと、のんさ

んが兄妹役を演じ、自閉スペクト

ラム症を抱える家族の葛藤と温か

な絆が描かれています。） 

▼予告編（60秒）はこちら 

https://youtu.be/G51w2ItRVYQ 

対象は「自閉症や発達障害のある

当事者・ご家族」ということで

す。 

もちろんご本人が難しい場合も当

然ありますのでご家族だけでもＯ

Ｋです。 

 

 

【映画『平行と垂直』試写】 ※情

報解禁前 

日時：７月２日（木）18 時開演予

定  （20時 30分頃終了予定） 

会場：TOHO シネマズ鳳（大阪府堺

市西区鳳南町 3-199-12 アリオ鳳

4F） 

 

【ご入場およびご鑑賞についての

ご案内】①事前のお手続きについ

て 

スムーズなご案内のため、事前に

ご来場者様のお名前をお伺いして

おります。 

②当日のチケットお渡しについて 

当日は、劇場内に設けます【指定

受付】までお越しください。そち

らにてチケットをお渡しいたしま

す。 

 

＜ご来場にあたってのお願い＞ 

 

■ご来場について 

 

開映後のご入場は安全面を考慮

し、お断りせざるを得ない場合が

ございます。お時間には余裕を持

ってお越しいただけますと幸いで

す。 

 

■上映環境について 

本上映は、通常のシアター環境

（明るさ・音量）での上映となり

ます。また、一般のお客様も一緒

にご鑑賞される通常の試写会とな

りますことを、 

予めご了承いただけますようお願

いいたします。 

 

■お座席の移動・サポートについ

て 

誠に恐れ入りますが、当日はお座

席の変更を承ることができかねま

す。また、当日は限られた人数の

スタッフで運営いたしますため、

お座席までの移動介助（アテン

ド）等の十分なサポートを行う 

 

ことが難しい状況でございます。

単独での移動やご鑑賞に不安があ

る方、またはお手伝いが必要な方

は、必ずサポートが可能な同伴者

様とご一緒にお申し込み・ご来場

いただきますようお願い申し上げ

ます。 

なお、大変心苦しい限りではござ

いますが、会場の設備および運営

体制の都合上、車椅子でのご参加

はご遠慮いただいております。皆

様にはご不便をおかけし大変恐縮

ではございますが、何卒ご理解と

ご協力を賜りますようお願い申し

上げます。 

お忙しいとは存じますが、ご協力

のほど宜しくお願い致します。 

 

 

【1】JD（日本障害者協議会）サマ

ーセミナー「津久井やまゆり園事件 

十年の節目に優生思想を乗り越える

ために」 

 

日時：2026年 7月 23日（木） 13

時から 16時 15分 

会場：衆議院第一議員会館 大会議

室 （定員 250名） 

参加費：無料 

 

【2】鉄道弘済会 第62回社会福祉

セミナー  

「これからの若者支援－ともに創

る、若者と福祉の新たな関わり

－」 

開催日時 

 7 月 4 日（土）10 時～16 時：基

調鼎談、講座① 

 7 月 5 日（日）10 時～15 時：講

座②、記念講演  

※各講座・講師等の詳細は、以下

イベントページまたは開催要項を

ご覧ください。 

 

https://www.kousaikai.or.jp/new

s/detail/ 

受講料：無料 

参加申込：6月18日（木）〆切 

※以下フォームよりお申し込みく

ださい。 

 

https://us02web.zoom.us/webinar

/register/WN_zT8oh9wYS4Gt7xhwyS

mXtg 

その他： 

 Zoom ウェビナーを使用したオン

ライン開催となります。 

 当日参加が困難な方向けに、開

催後のオンデマンド配信を予定し

ております。 

以上 
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NDF奈良障害フォーラム総会について（ちなみに奈良県自閉症協会は NDFに加盟しています。） 

6月 27日（土）14時～ 2026年度のＮＤＦ総会を行います。 

会場は、はぐくみセンター1階です。 

記念講演は「「障害のある人の権利を守る成年後見制度に 

～法改正で、どう変わる、なぜ変わる、そしてどう使う～」 

講師 青木佳史氏（弁護士・法制審議会民法部会・成年後見関係 委員） 

日本の成年後見制度が始まって２５年。現在、民法の改正とあわせて、大幅な見直しが行われ、この 4

月には改正案が閣議決定されました。 

後見―保佐ー補助の３類型を「補助人」一つにまとめる・・・等々、2028年から運用が開始されると言

われています。 

講師の青木佳史弁護士は、障害者自立支援法訴訟はじめ、福祉・介護・労働に関わってこられました

が、当審議会の委員として、その渦中で奮闘されています。 

成年後見をめぐって、どんな問題がおきているのか、制度改正にむけて、どんな議論がされてきている

のか、障害のある人たちの権利を守る制度に、どんなことが求められるのか・・・2022年に国連から日

本政府に出された「総括所見」では、「本人の代わりに誰かが決める代理・代行の仕組み」が、本人の

自律を妨げ、法律の前の平等を否定していると指摘され、民法の改正が勧告されました。 

今、奈良でも市民後見の動きが活発化しています。 

県内での活動交流とあわせ、一緒に考えましょう。 

ぜひ、関心のある方々を誘ってご参加ください。講演後は、総会を開催します。 

*********************** 

問い合わせ：奈良障害フォーラム（ＮＤＦ）事務局 TEL 080－1445－7894 

********************** 

一般社団法人日本自閉症協会第13回総会 

日時 2026年6月28日（日）13：30～16：00 

開催 ZOOMによるオンライン開催 

**********************                                          

令和8年度奈良県発達障害者支援地域協議会 

日時 令和8年8月6日(木) 14：00～15：30 

場所 奈良県総合リハビリテーションセンター本館2F 

 

 発行人：関西障害者定期刊行物協会

住 所：〒５４３－００１５ 

大阪市天王寺区真田山町２－２ 東興ビル４

F編集人：奈良県自閉症協会 

定 価：１００円 
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